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平成 24 年 1月 19 日 

 
退職給付（ステップ１） 

 

１．審議の状況 

（１）プロジェクトの発足経緯 

 平成 20 年 9 月に公表した ASBJ のプロジェクト計画表において、退職給付プロジェク

トは「MOU 関連プロジェクト項目（中長期）」とされ、国際的な見直しの議論と歩調を

合わせて中長期的に取り組むこととして検討を開始した。 

 平成 21 年 1 月に「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、寄せられた

コメントや IASB での IAS 第 19 号「従業員給付」を見直す議論の動向1も踏まえながら、

公開草案に向けた検討を進めていた。IASB における遅延認識の廃止及び包括利益計算

書上の取扱いについては反対していたが、財政状態計算書上の即時認識については、

米国会計基準も採用しており、また、有用性が高いと判断されたため、ASBJ では、平

成 21 年 9 月に、退職給付プロジェクトを 2つのステップに分け、退職給付（ステップ

1）を現在進めている。 

 

（２）これまでの審議の経緯 

年月  内容 

平成 22 年 3 月  公開草案を公表。 

平成 22 年 6 月 

 ～平成 22年 10月 

 専門委員会及び委員会において、公開草案に対するコメント対応

を審議。 

平成 22 年 10 月  委員会において意思確認が行われ、公開草案の公表時と同様に、

退職給付プロジェクトは 2ステップ・アプローチを採用し、ステ

ップ 1の最終基準化を進めることが暫定合意された。 

平成 22 年 10 月 

 ～平成 23 年 4 月 

 単体財務諸表に関する検討会議において、未認識項目の負債計上

の取扱いが議論される。平成 23 年 4 月に報告書を受領する。 

平成 23 年 6 月  委員会において、未認識項目の負債計上の取扱い及び適用時期を

審議。 

平成 24 年 1 月  単体検討会議に関連するテーマの今後の進め方を審議。 

 

                                                  
1 IASBは遅延認識の廃止に係る審議で、包括利益計算書上、平成21年1月に純損益で即時認識することを
暫定合意している。その後の会議で、数理計算上の差異をその他の包括利益として認識する（かつノンリ
サイクリング）という暫定合意がなされ、平成 22 年 4 月に公開草案として公表されて平成 23 年 6月の最
終基準化に至っている。 
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２．未認識項目の負債計上に関する事項 

 前回の委員会（平成 24 年 1 月 10 日）では、今後の進め方（案）として、未認識項目

の負債計上に係る連結財務諸表の取扱いについては、公開草案に対するコメント等に

おいて比較的異論が少ないと考えられるため、改正する方向で検討を行ってはどうか、

と提案している。 

 一方、未認識項目の負債計上に係る単体財務諸表の取扱いについては、分配可能額、

年金法制等との関係などの理由により、現状では、会計基準を改正することのコンセ

ンサスが十分には得られていない2と考えられ、当面、現行の処理を維持することとし

てはどうか、と提案している。 

 

上記を踏まえた場合、次の 2点が派生論点として生じるものと考えられる。 

 単体財務諸表において、任意で連結と同じ方法である未認識項目の一括負債計上を採

用することを認めるか否か。 

 単体財務諸表において、どのような追加開示を求めるか否か。 

 

（１）単体財務諸表における一括負債計上の容認について 

案 1：単体財務諸表上、一括負債計上の処理を設けない（基準化しない。）。 

案 2：単体財務諸表上、連結に準じて一括負債計上できる扱いを設ける。 

 

（案 1の理由） 

 任意での計上は、会計基準の信頼性を損なう可能性がある。 

 個別財務諸表を中心に企業間比較が行われている業種もあり、比較可能性が損なわれ

ることになる。 

 コンセンサスが十分には得られていない中では、任意であっても認めるべきではない。 

 その他の包括利益が単体財務諸表に表示されない中で、未認識項目を評価・換算差額

等に直接計上するなどにより技術的な対応は可能であるが、実務上の複雑さが増す。 

 他の制度にも影響を与える可能性があるため、任意での計上を認めると、混乱が生じ

る可能性がある。 

                                                  
2 未認識項目の負債計上を単体財務諸表に適用することへの懸念として、次のような意見が聞かれる。 
①未認識項目を純資産の部に差損（借方）として計上すると、分配可能額に影響が及ぶ。 
②確定給付企業年金法による規制の結果、経営上合理的な方法によって事業再編時における資産の移管、
債務の引継が困難な状況が存在し、また、受給者について事実上移管できず、当該部分に係る負債を単
体財務諸表に認識せざるを得ない結果となり、経営上、納得感がない。 
③単体財務諸表において財務制限条項に抵触する可能性がある。 

一方、単体財務諸表への適用に同意するものとして、次のような意見が聞かれる。 
①会社法における分配規制は、一般に公正妥当と認められる会計基準に従って作成された計算書類を前
提として、必要な調整を加えて分配可能額を計算するものである。 
②年金法制により不合理な影響を受ける会社がどの程度なのか明確でなく、また、影響を受ける場合の
範囲は、負担する退職給付債務の一部ではないかと考えられる。 
③財務制限条項への抵触の可能性があれば、何らかの対応を当事者間でとることが考えられる。 
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（案 2の理由） 

 連単の比較可能性の観点からは、連結と同じ方法を任意で採用することを妨げる必要

はない。 

 実務面を考慮すると、連結と同じ方法を任意で採用するニーズがある可能性がある。 

 

（２）単体財務諸表における追加開示について 

案 1：連結財務諸表と異なる処理をしている旨を注記する。 

案 2：異なる処理をしている旨及び仮に一括負債計上した場合の金額情報を注記する。 

 

（案 1の理由） 

 コンセンサスが十分には得られていない中では、追加開示も慎重にすべきである。 

 従来から、退職給付に関する詳細な開示は連結ベースのみ求められており、単体では

要しないとされている3。 

 金額情報の開示を新たに求めると、単体は当面、現行の処理を維持することとの整合

性が図れない。 

 

（案 2の理由） 

 本表で差はあるものの、注記により連単の比較可能性及び情報の有用性が補完できる。 

 

 

なお、このほかに、連結財務諸表非作成会社への金融商品取引法上の対応が論点として

考えられる。 

 

【参考】 

連結財務諸表を作成していない有価証券報告書提出会社は、財務諸表等規則に基づき、

単体財務諸表の注記事項として未認識項目の残高を従来から開示している。 

 

                                                  
3 未認識項目の期末残高は、連結財務諸表規則及び財務諸表等規則において、注記事項として定められて
いるが、連結財務諸表を作成している会社は、単体財務諸表において注記は要しないとされている。 
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３．未認識項目の負債計上以外の退職給付ステップ 1に関する論点 

 未認識項目の負債計上以外の他の項目については、公開草案を公表するまでの間、専門

委員会及び委員会において長時間議論されてきたが、前回の委員会（平成 24 年 1 月 10 日）

では、公開草案に対するコメント等において比較的異論が少ないと考えられるため、連結・

単体ともに改正する方向で検討を行ってはどうか、と提案している。具体的な項目は以下

のとおりである（参考資料も参照）。 

（１）退職給付債務の計算※1 

項 目 現 行 公開草案  

退職給付見

込額の期間

帰属 

期間定額基準を原則とし、他の方法

も一定の場合に認められる。 

期間定額基準と給付算定式基準4の選

択適用とする。 

【改正案の理由】 

 適用の明確さで優れていると考

えられる期間定額基準を維持す

る。 

 国際的な会計基準で採用されて

いる給付算定式基準を選択適用

という形で認める。 

 

※2 

割引率 割引率の基礎となる期間は、退職給

付の見込支払日までの平均期間を原

則とするが、実務上は従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数とする

こともできる。 

退職給付の見込支払日までの期間ご

とに設定された複数のものを使用す

ることを原則的な考え方とするが、実

務上は給付見込期間・給付金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用で

きる。 

【改正案の理由】 

 退職給付債務は、その給付時期や

金額が各々異なる債務を積み上

げたものであり、より適切に割り

引くために、割引率には給付時期

だけでなく金額も考慮すべき。 

 国際的な会計基準における考え

方との整合性を図る。 

 

※3 

予想昇給率 退職給付見込額の見積りにおいて、 退職給付見込額の見積りにおいて、予  

                                                  
4 勤務期間の後期における給付算定式に従った給付額が、初期よりも著しく高い水準となるときは、当該
期間の給付額が定額で生じるとみなして補正した給付算定式に従う。 
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確実に見込まれる昇給等を含む。ベ

ース・アップは確実かつ合理的に推

定できる場合以外は含めない。 

想される昇給等を含む。 

【改正案の理由】 

 割引率や長期期待運用収益率等

の計算基礎は、不確実性を伴う長

期の予測に使用されるため、退職

給付の支払に充てられるまでの

期間に基づくこととしており、予

想昇給率について確実なものだ

けを考慮することは、割引率等の

計算基礎と整合性を欠く結果に

なり適当ではない。 

 国際的な会計基準では確実性ま

では求められていない。 

 

長期期待運

用収益率 

年金資産は、将来の退職給付の支払

に充てるために積み立てられている

ものであり、期待運用収益率は、保

有している年金資産のポートフォリ

オ、過去の運用実績、運用方針及び

市場の動向等を考慮して算定する。 

長期期待運用収益率は、年金資産が退

職給付の支払に充てられるまでの時 

期、保有している年金資産のポートフ

ォリオ、過去の運用実績、運用方針及 

び市場の動向等を考慮して設定する。 

【改正案の理由】 

 年金資産が将来の退職給付の支

払に充てるために積み立てられ、

長期的に運用されている点を踏

まえ、国際的な会計基準の取扱い

も参考に、長期期待運用収益率の

算定は、退職給付の支払に充てら

れるまでの期間にわたる期待に

基づくことを明らかにした。 

 

※4 

※1 退職給付債務の計算の見直しは、IFRS の任意適用上、連結・単体の二重計算を回避で

きるというメリットがある。 

※2 適用初年度に限り選択が認められる。以降は会計方針として継続適用する。 

※3 公開草案後の審議では、寄せられたコメントを踏まえ、国際的な会計基準と同様に、

給付見込期間ごとに複数の割引率を設定する方法を原則とは位置付けず、当該方法も

給付見込期間・金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法もいずれも選択
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可能とする方向性である5。 
※4 公開草案の検討過程では国際的な会計基準との考え方に大きな差異はないものの、短

期間の運用収益率を見積る実務が存在するなど運用面においても同じであるか疑問と

する指摘を受けて表現を見直すものである。なお、従来の考え方を改めるものではな

く、取扱いの明確化にすぎないため、会計方針の変更には該当しない。 

 

（２）表示 

項 目 現 行 公開草案  

科目名称  退職給付引当金 

 前払年金費用 

 退職給付に係る負債 

 退職給付に係る資産 

【改正案の理由】 

 未認識項目について、その他の包

括利益を通じて負債計上するた

め、当期の負担に属する額を当期

の費用として引当金に繰り入れ

るという考え方と整合しない。 

 

※1 

※1 仮に、未認識項目の負債計上に係る単体財務諸表の取扱いについて、当面、現行の処

理を維持することとなる場合には、単体財務諸表における科目名称も現行のまま（退

職給付引当金及び前払年金費用）となる。 

 

（３）開示 

項 目 現 行 公開草案  

注記開示 一定の項目を開示。 

 退職給付債務及びその内訳 

 退職給付費用の内訳 

 退職給付債務等の計算基礎 

 割引率、期待運用収益率 

 退職給付見込額の期間配分方法 

 過去勤務債務の処理年数 

 数理計算上の差異の処理年数 

 

退職給付債務・年金資産の期中増減

や、年金資産の内訳項目などを拡充。 

【改正案の理由】 

 情報の有用性を高める。 

 国際的な会計基準の開示レベル

を参考にする。 

 

 退職給付制度の概要 

 退職給付債務の期首残高と期末残

高の調整表 

 年金資産の期首残高と期末残高の

※1 

※2 

                                                  
5 重要性基準は改正しない。このため、単一の加重平均割引率を使用する場合、期末において割引率の変
更を必要としないかどうかについては、現行の実務と同様の方法で判定することが考えられる。 
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調整表 

 退職給付に関連する損益 

 年金資産に関する事項（内訳含む） 

 数理計算上の計算基礎 

 その他の包括利益の内訳 

 その他の包括利益累計額の内訳 

 翌期支払予想額（拠出・退職給付） 

 

※1 公開草案後の審議では、寄せられたコメントを踏まえて一部見直している。例えば、

事業主の翌期支払予想額（拠出・退職給付）の注記は求めない方向性である。 

※2 仮に、未認識項目の負債計上に係る単体財務諸表の取扱いについて、当面、現行の処

理を維持することとなる場合には、単体財務諸表において「その他の包括利益の内訳」

及び「その他の包括利益累計額の内訳」の注記は求めないこととなる。 

 

（４）その他の論点 

項 目 現 行 公開草案  

複数事業主

制度 

複数事業主間において類似した退職

給付制度を有している場合、年金資

産の額を合理的に計算することがで

きないケースにあたらないとみな

す。 

類似した退職給付制度を有している

場合でも一律に計算できないケース

にあたらないものとはみなさず、制度

の内容を勘案して判断する。 

【改正案の理由】 

 類似した制度を有することをも

ってただちに合理的に計算でき

るとはいえないため。 

 

 

 

以 上 
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（参考資料）退職給付会計基準の改正概要 

 

 検討論点 現行 ステップ1(ED) 2011改正 現行 備考
１．未認識項目の取扱い

B/S遅延認識 B/S即時認識 B/S即時認識 B/S遅延認識又は
即時認識の選択

P/L遅延認識 同左
N/A OCI即時認識
N/A リサイクリングあり 同右 リサイクリングなし

B/S遅延認識 B/S即時認識 B/S即時認識

P/L遅延認識 同左 P/L即時認識
N/A OCI即時認識 N/A N/A
N/A リサイクリングあり N/A N/A

重要性・回廊 重要性基準 同左 廃止 遅延認識の場合は回廊方式
２．PBO計算の取扱い

期間帰属方法
原則：期間定額基準
一定の場合は他(支給倍
率基準等)も容認

期間定額基準と
給付算定式基準の
選択

同右 給付算定式に基づく

割引率 平均残存勤務期間 イールドカーブ 同右 イールドカーブ
期待運用収益 見積る 「長期」の明確化 割引率を適用 見積る
昇給率 確実に見込まれる 予想される 同右 予想される

日本基準 IAS19

数理計算上の差異

過去勤務費用

OCI即時認識 P/L遅延認識又は
OCI即時認識の選択

権利確定分は一括償却
未確定分は遅延認識
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 検討論点 現行 ステップ1(ED) 2011改正 現行 備考
３．表示・開示の取扱い

注記事項 一定の項目 改正前IAS19の開示
項目を中心に拡充

感応度分析など開示の
拡充 一定の項目

費用の分解表示 純額表示 同左 同右 分解表示は任意
４．その他の論点

複数事業主

年金資産を計算できな
いとき、一定の開示
（類似の制度は計算可
とみなす）

類似の制度は実態で計
算可否を判断 開示の拡充 十分な情報を入手できない

とき、一定の開示

清算・縮小 損益処理 同左 同右 損益処理
B/S総額表示 純額表示 同左 同右 純額表示
簡便法 期末要支給額など 同左 同右 例外処理の定めなし

日本基準 IAS19

 

 
以 上 
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